
資料１－１

令和９年度平均保険料率について

令 和 ８ 年 1 0 月 1 9 日

全国健康保険協会群馬支部

令和８年１０月１９日
令和８年度第２回群馬支部評議会



2

目次
INDEX

Ⅰ 令和８年度下期の支部評議会の主な議題及びスケジュール(案) ３

Ⅱ 令和９年度平均保険料率 ５

Ⅲ 今後の保険料率や準備金の在り方 15

Ⅳ 運営委員会（第144回/2026.9.18）での議論の状況 49

Ⅴ 参考資料 52



3

Ⅰ 令和８年度下期の支部評議会の主な議題
及びスケジュール（案）
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令和８年度下期の運営委員会の主な議題及びスケジュール（案） 2026年9月24日開催
全国支部長会議資料2-1(抜粋)
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Ⅱ 令和９年度平均保険料率
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１．令和８年度の平均保険料率に関する議論の振り返り

⚫ 令和６年度決算の単年度は収支差6,586億円の黒字であり、足元の財政状況は堅調であるものの、これまで

の協会けんぽ（旧政府管掌健康保険を含む）財政の経緯に加え、今後、協会けんぽ加入者の平均年齢上昇

や医療の高度化等により保険給付費の継続的な増加が見込まれることや、団塊の世代が後期高齢者になっ

たことにより後期高齢者支援金が中長期的に高い負担額のまま推移することが見込まれるなど、今後の協

会けんぽの財政見通しは依然として不透明な状況でした。

⚫ そのような中、運営委員会等での令和８年度の保険料率に関する議論に際しては、できる限り長く現在の

平均保険料率10％を超えないよう中長期で考えていくことを基本スタンスとしていくことをあらためて説

明したほか、今後の収支見通しについては、「幅を持った試算」や「現状より労働参加が進む場合の追加

試算」を提示する等、本部・支部の事務局から丁寧な説明・対応を行いました。

⚫ 令和８年度平均保険料率は、「保険料率を引き下げるべき」「10％維持はやむを得ない」というそれぞれ

の意見を踏まえた上で、中長期の収支見通し、政府で進めている全世代型社会保障の実現に向けた改革や

医療保険制度を取り巻く環境、社会・経済情勢などを総合的に勘案し、協会発足以降初めて（旧政府管掌

健康保険時代を含めると34年ぶり）引下げを行い、9.90％とすることを決定しました。
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２．令和９年平均保険料率に関する議論

⚫ 第144回運営委員会（令和８年９月18日開催）においては、令和９年度から令和13年度までの５年間の収

支見通しの機械的試算を行うにあたっての前提として、

① 協会けんぽにおける実績を踏まえた試算

② 幅を持った試算

を設定し、計15パターン（昨年度は31パターン）の「５年収支見通し」や「今後15年間のごく粗い試算」

を示しました。なお、参考ケースとして、2029年度以降の国庫補助率について、３つの前提（16.4％、

15.0％、13.0％）を置いた試算も併せて示しました。

⚫ このほか、「保険料率に関する論点」やこれまでの協会けんぽ財政経緯や1人当たり医療給付費等の推移や

賃金の動向、経済財政運営と改革の基本方針2026（骨太方針2026）といった参考情報を事務局から提示し、

議論が開始されました。
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３．参考資料（2027(令和９)年平均保険料率に関する論点） 2026年9月18日開催
第144回運営委員会資料2-4(抜粋)
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Ⅲ 今後の保険料率や準備金の在り方
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１．保険料率や準備金の在り方に関する議論

⚫ これまでの運営委員会や支部評議会においては、次年度の保険料率の議論と併せ、今後の保険料率や準備金

のあり方について検討すべきとの意見が出ており、このうちの準備金については、令和６年12月23日の運

営委員会で、その役割や規模感を概括的に把握できるように、令和６年12月時点での大枠を整理した資料

「準備金の役割（イメージ）」を提示し、今後もそのあり方について継続して検討を行うこととしていま

した。

⚫ 令和７年９月10日の運営委員会では、保険料率や準備金の在り方を検討するための参考資料として、協会

と同様に準備金の積立義務がある生命保険会社、損害保険会社における準備金の積立制度の概要及びその

積立状況との比較や他制度・他保険者の状況と比較した資料を示し、さらに令和７年11月28日の運営委員

会では、資料「今後の保険料率や準備金の在り方についての検討の視点」を示しました。

⚫ 資料「今後の保険料率や準備金の在り方についての検討の視点」では、協会の財政運営の３つの基本的な

考え方とこれを前提とした６つの検討の視点を示して総合的に検討することを提案しており、今後、これを

基に引き続き議論を深めていくこととなりました。

⚫ 令和８年９月18日の運営委員会では、引き続き議論を深めていくこととなっていた保険料率や準備金の在

り方について、保険料率引下げ・引上げの検討のメルクマール（例）を新たに示すなど資料を発展させ、今

年度の議論を開始しました。
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２．参考資料（今後の保険料率や準備金の在り方についての検討の視点） 2026年9月18日開催
第144回運営委員会資料2-5(抜粋)
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第144回運営委員会資料2-5(抜粋)



19

２．参考資料（今後の保険料率や準備金の在り方についての検討の視点） 2026年9月18日開催
第144回運営委員会資料2-5(抜粋)



20

２．参考資料（今後の保険料率や準備金の在り方についての検討の視点） 2026年9月18日開催
第144回運営委員会資料2-5(抜粋)



21

２．参考資料（今後の保険料率や準備金の在り方についての検討の視点） 2026年9月18日開催
第144回運営委員会資料2-5(抜粋)



22

２．参考資料（今後の保険料率や準備金の在り方についての検討の視点） 2026年9月18日開催
第144回運営委員会資料2-5(抜粋)



23

２．参考資料（今後の保険料率や準備金の在り方についての検討の視点） 2026年9月18日開催
第144回運営委員会資料2-5(抜粋)



24

２．参考資料（今後の保険料率や準備金の在り方についての検討の視点） 2026年9月18日開催
第144回運営委員会資料2-5(抜粋)



25

２．参考資料（今後の保険料率や準備金の在り方についての検討の視点） 2026年9月18日開催
第144回運営委員会資料2-5(抜粋)



26

２．参考資料（今後の保険料率や準備金の在り方についての検討の視点） 2026年9月18日開催
第144回運営委員会資料2-5(抜粋)



27

２．参考資料（今後の保険料率や準備金の在り方についての検討の視点） 2026年9月18日開催
第144回運営委員会資料2-5(抜粋)



28

２．参考資料（今後の保険料率や準備金の在り方についての検討の視点） 2026年9月18日開催
第144回運営委員会資料2-5(抜粋)



29

２．参考資料（今後の保険料率や準備金の在り方についての検討の視点） 2026年9月18日開催
第144回運営委員会資料2-5(抜粋)



30

２．参考資料（今後の保険料率や準備金の在り方についての検討の視点） 2026年9月18日開催
第144回運営委員会資料2-5(抜粋)



31

２．参考資料（今後の保険料率や準備金の在り方についての検討の視点） 2026年9月18日開催
第144回運営委員会資料2-5(抜粋)



32

２．参考資料（今後の保険料率や準備金の在り方についての検討の視点） 2026年9月18日開催
第144回運営委員会資料2-5(抜粋)



33

２．参考資料（今後の保険料率や準備金の在り方についての検討の視点） 2026年9月18日開催
第144回運営委員会資料2-5(抜粋)



34

２．参考資料（今後の保険料率や準備金の在り方についての検討の視点） 2026年9月18日開催
第144回運営委員会資料2-5(抜粋)



35

２．参考資料（今後の保険料率や準備金の在り方についての検討の視点） 2026年9月18日開催
第144回運営委員会資料2-5(抜粋)



36

２．参考資料（今後の保険料率や準備金の在り方についての検討の視点） 2026年9月18日開催
第144回運営委員会資料2-5(抜粋)



37

２．参考資料（今後の保険料率や準備金の在り方についての検討の視点） 2026年9月18日開催
第144回運営委員会資料2-5(抜粋)



38

２．参考資料（今後の保険料率や準備金の在り方についての検討の視点） 2026年9月18日開催
第144回運営委員会資料2-5(抜粋)



39

２．参考資料（今後の保険料率や準備金の在り方についての検討の視点） 2026年9月18日開催
第144回運営委員会資料2-5(抜粋)



40

２．参考資料（今後の保険料率や準備金の在り方についての検討の視点） 2026年9月18日開催
第144回運営委員会資料2-5(抜粋)



41

２．参考資料（今後の保険料率や準備金の在り方についての検討の視点） 2026年9月18日開催
第144回運営委員会資料2-5(抜粋)



42

２．参考資料（今後の保険料率や準備金の在り方についての検討の視点） 2026年9月18日開催
第144回運営委員会資料2-5(抜粋)



43

２．参考資料（今後の保険料率や準備金の在り方についての検討の視点） 2026年9月18日開催
第144回運営委員会資料2-5(抜粋)



44

２．参考資料（今後の保険料率や準備金の在り方についての検討の視点） 2026年9月18日開催
第144回運営委員会資料2-5(抜粋)



45

２．参考資料（今後の保険料率や準備金の在り方についての検討の視点） 2026年9月18日開催
第144回運営委員会資料2-5(抜粋)



46

２．参考資料（今後の保険料率や準備金の在り方についての検討の視点） 2026年9月18日開催
第144回運営委員会資料2-5(抜粋)



47

２．参考資料（今後の保険料率や準備金の在り方についての検討の視点） 2026年9月18日開催
第144回運営委員会資料2-5(抜粋)

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15
2027年度 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035 2036 2037 2038 2039 2040 2041

（令和９年度） （Ｒ１０） （Ｒ１１） （Ｒ１２） （Ｒ１３） （Ｒ１４） （Ｒ１５） （Ｒ１６） （Ｒ１７） （Ｒ１８） （Ｒ１９） （Ｒ２０） （Ｒ２１） （Ｒ２２） （Ｒ２３）

Ⅰb（医療費：2.4％） 2,700 2,800 2,400 1,500 700 ▲ 300 ▲1,400 ▲2,700 ▲4,200 ▲5,500 ▲7,100 ▲8,700 ▲10,400 ▲12,000 ▲13,500

Ⅰc（医療費：2.9％） 2,700 2,500 1,800 600 ▲ 600 ▲2,000 ▲3,800 ▲5,500 ▲7,500 ▲9,300 ▲11,400 ▲13,500 ▲15,800 ▲17,900 ▲20,100

Ⅰd（医療費：3.4％） 2,700 2,100 1,100 ▲ 400 ▲2,000 ▲4,000 ▲6,200 ▲8,400 ▲10,900 ▲13,200 ▲15,900 ▲18,600 ▲21,500 ▲24,300 ▲27,100

Ⅰb（医療費：2.4％） 7.5 7.7 7.8 7.9 7.9 7.7 7.5 7.2 6.7 6.1 5.4 4.5 3.6 2.5 1.3

Ⅰc（医療費：2.9％） 7.5 7.7 7.7 7.7 7.5 7.2 6.7 6.1 5.3 4.4 3.3 2.1 0.8 ▲ 0.7 ▲ 2.4

Ⅰd（医療費：3.4％） 7.5 7.6 7.6 7.4 7.1 6.6 5.9 5.0 4.0 2.8 1.4 ▲ 0.2 ▲ 2.0 ▲ 3.9 ▲ 5.9

Ⅱc（医療費：2.9％） 2,700 3,000 2,800 2,100 1,400 600 ▲ 400 ▲1,500 ▲2,900 ▲4,000 ▲5,500 ▲7,000 ▲8,700 ▲10,200 ▲11,800

Ⅱd（医療費：3.4％） 2,700 2,700 2,200 1,100 0 ▲1,100 ▲2,700 ▲4,400 ▲6,300 ▲7,900 ▲10,000 ▲12,100 ▲14,400 ▲16,500 ▲18,700

Ⅱe（医療費：3.9％） 2,700 2,400 1,500 100 ▲1,300 ▲3,100 ▲5,200 ▲7,300 ▲9,800 ▲12,000 ▲14,700 ▲17,400 ▲20,400 ▲23,200 ▲26,200

Ⅱc（医療費：2.9％） 7.5 7.7 7.8 7.9 8.0 7.9 7.7 7.5 7.1 6.6 6.0 5.3 4.5 3.6 2.6

Ⅱd（医療費：3.4％） 7.5 7.7 7.7 7.7 7.6 7.4 7.0 6.4 5.8 5.0 4.0 2.9 1.7 0.4 ▲ 1.1

Ⅱe（医療費：3.9％） 7.5 7.7 7.6 7.5 7.2 6.8 6.2 5.4 4.4 3.3 2.0 0.6 ▲ 1.1 ▲ 2.8 ▲ 4.7

Ⅲd（医療費：3.4％） 2,700 3,200 3,200 2,700 2,100 1,400 600 ▲ 300 ▲1,400 ▲2,400 ▲3,800 ▲5,300 ▲6,800 ▲8,300 ▲9,800

Ⅲe（医療費：3.9％） 2,700 2,900 2,600 1,700 700 ▲ 300 ▲1,600 ▲3,200 ▲5,000 ▲6,500 ▲8,500 ▲10,600 ▲12,900 ▲15,000 ▲17,300

Ⅲf（医療費：4.4％） 2,700 2,600 1,900 700 ▲ 600 ▲2,200 ▲4,100 ▲6,200 ▲8,600 ▲10,800 ▲13,500 ▲16,200 ▲19,200 ▲22,100 ▲25,200

Ⅲd（医療費：3.4％） 7.5 7.8 7.9 8.0 8.1 8.1 8.0 7.8 7.5 7.1 6.7 6.1 5.4 4.7 3.8

Ⅲe（医療費：3.9％） 7.5 7.7 7.8 7.8 7.7 7.5 7.2 6.8 6.2 5.5 4.6 3.7 2.6 1.4 0.1

Ⅲf（医療費：4.4％） 7.5 7.7 7.7 7.6 7.3 6.9 6.4 5.7 4.8 3.8 2.6 1.3 ▲ 0.2 ▲ 1.8 ▲ 3.6
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2027年度以降保険料率9.9％
単年度収支差：億円

準備金残高 ：月数

ケースⅠ 賃金上昇率：1.0％

ケースⅡ 賃金上昇率：1.5％

ケースⅢ 賃金上昇率：2.0％

※ 国庫補助率16.4％

保険料率を引き下げる場合の目安（例）[P30]

➢ 今後5年間、単年度収支が赤字とならず、かつ、今後10年間、準備金残高が医療給付費等の3か月分を下回らない。

参考資料 「保険料率を引き下げる場合の目安（例）」と単年度収支・準備金残高の状況
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２．参考資料（今後の保険料率や準備金の在り方についての検討の視点） 2026年9月18日開催
第144回運営委員会資料2-5(抜粋)

参考資料

2027年度以降保険料率9.8％
単年度収支差：億円

準備金残高 ：月数

ケースⅠ 賃金上昇率：1.0％

ケースⅡ 賃金上昇率：1.5％

ケースⅢ 賃金上昇率：2.0％

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15
2027年度 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035 2036 2037 2038 2039 2040 2041

（令和９年度） （Ｒ１０） （Ｒ１１） （Ｒ１２） （Ｒ１３） （Ｒ１４） （Ｒ１５） （Ｒ１６） （Ｒ１７） （Ｒ１８） （Ｒ１９） （Ｒ２０） （Ｒ２１） （Ｒ２２） （Ｒ２３）

Ⅰb（医療費：2.4％） 1,500 1,800 1,400 500 ▲ 300 ▲1,300 ▲2,600 ▲3,900 ▲5,500 ▲6,700 ▲8,300 ▲9,900 ▲11,600 ▲13,200 ▲14,800

Ⅰc（医療費：2.9％） 1,500 1,500 800 ▲ 400 ▲1,700 ▲3,300 ▲5,000 ▲6,800 ▲8,800 ▲10,500 ▲12,600 ▲14,800 ▲17,000 ▲19,200 ▲21,300

Ⅰd（医療費：3.4％） 1,500 1,100 100 ▲1,400 ▲3,200 ▲5,200 ▲7,400 ▲9,600 ▲12,200 ▲14,500 ▲17,100 ▲19,800 ▲22,700 ▲25,500 ▲28,300

Ⅰb（医療費：2.4％） 7.4 7.5 7.5 7.5 7.4 7.2 6.8 6.4 5.8 5.1 4.3 3.3 2.3 1.1 ▲ 0.2

Ⅰc（医療費：2.9％） 7.4 7.5 7.4 7.3 7.0 6.6 6.0 5.3 4.4 3.4 2.3 1.0 ▲ 0.5 ▲ 2.1 ▲ 3.8

Ⅰd（医療費：3.4％） 7.4 7.4 7.3 7.0 6.6 6.0 5.2 4.2 3.1 1.8 0.3 ▲ 1.4 ▲ 3.2 ▲ 5.2 ▲ 7.3

Ⅱc（医療費：2.9％） 1,500 2,000 1,800 1,100 300 ▲ 500 ▲1,500 ▲2,700 ▲4,100 ▲5,300 ▲6,800 ▲8,300 ▲10,000 ▲11,500 ▲13,100

Ⅱd（医療費：3.4％） 1,500 1,700 1,100 100 ▲1,000 ▲2,400 ▲4,000 ▲5,600 ▲7,500 ▲9,200 ▲11,300 ▲13,400 ▲15,700 ▲17,800 ▲20,100

Ⅱe（医療費：3.9％） 1,500 1,400 500 ▲ 900 ▲2,500 ▲4,300 ▲6,400 ▲8,600 ▲11,100 ▲13,300 ▲16,000 ▲18,700 ▲21,700 ▲24,500 ▲27,500

Ⅱc（医療費：2.9％） 7.4 7.5 7.5 7.6 7.5 7.3 7.1 6.7 6.2 5.6 5.0 4.2 3.3 2.3 1.2

Ⅱd（医療費：3.4％） 7.4 7.5 7.4 7.3 7.1 6.8 6.3 5.6 4.9 4.0 2.9 1.8 0.5 ▲ 1.0 ▲ 2.5

Ⅱe（医療費：3.9％） 7.4 7.4 7.3 7.1 6.7 6.2 5.5 4.6 3.5 2.3 0.9 ▲ 0.6 ▲ 2.3 ▲ 4.1 ▲ 6.1

Ⅲd（医療費：3.4％） 1,500 2,200 2,200 1,600 1,000 400 ▲ 500 ▲1,500 ▲2,700 ▲3,800 ▲5,200 ▲6,600 ▲8,200 ▲9,700 ▲11,200

Ⅲe（医療費：3.9％） 1,500 1,900 1,500 600 ▲ 300 ▲1,400 ▲2,900 ▲4,500 ▲6,300 ▲7,900 ▲9,900 ▲12,000 ▲14,200 ▲16,400 ▲18,700

Ⅲf（医療費：4.4％） 1,500 1,600 900 ▲ 400 ▲1,800 ▲3,500 ▲5,400 ▲7,500 ▲9,900 ▲12,100 ▲14,800 ▲17,600 ▲20,600 ▲23,500 ▲26,600

Ⅲd（医療費：3.4％） 7.4 7.5 7.6 7.6 7.6 7.5 7.3 7.0 6.6 6.2 5.6 4.9 4.2 3.3 2.4

Ⅲe（医療費：3.9％） 7.4 7.5 7.5 7.4 7.2 6.9 6.5 6.0 5.3 4.5 3.6 2.5 1.4 0.1 ▲ 1.3

Ⅲf（医療費：4.4％） 7.4 7.5 7.4 7.2 6.8 6.4 5.7 4.9 3.9 2.8 1.6 0.2 ▲ 1.4 ▲ 3.1 ▲ 4.9
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※ 国庫補助率16.4％
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Ⅳ 運営委員会（第144回/2026.9.18）での
議論の状況
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運営委員会（第144回/2026.9.18）での議論の状況

⚫ 「平均保険料率」について、

・ 令和８年度平均保険料率について、財政の持続可能性も考慮しつつ、保険料率引下げに踏み切っていた

だいたということは大変ありがたい。保険料率の引下げは、単なる負担軽減にとどまらず、企業の活力

を引き出して、経済成長と社会保障の好循環を確実にするために不可欠。

・ 中小企業にとって社会保険料の負担は非常に大きく、物価高や人件費上昇も続いている。将来の財政安

定だけではなく、企業や加入者、特に若き働き手の負担をできる限り抑えるという視点を重視し議論す

べき。

・ 今回の収支見通しを見ると、保険料率9.9％だけでなく、10％だとしてもいずれ単年度収支でマイナス

に落ちるときが到来するという財政構造ということで、今後も中長期の視点で考えることが重要。

といった意見がありました。

⚫ また、今回は「国庫補助率」に関しての言及も多く、

・ 国庫補助率が財政安定化にどれだけ重要な役割を果たしているのかということも、改めて認識すること

ができた。

・ 過去の経緯を見ても、国庫補助率を13.0％から16.4％にを引き上げていただいたというタイミングが財

政安定化に寄与しているということが明確になっている。

・ 協会けんぽが中長期的な財政運営を行うためには、国庫補助の安定的な確保が不可欠。国庫補助率

16.4％の維持はもとより、法定上限までの引上げを含めて、国に対して積極的に働きかけていただきた

い。

といった意見があげられました。
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運営委員会（第144回/2026.9.18）での議論の状況

⚫ 「今後の保険料率と準備金の在り方」については、

・ 被保険者の納得性を高めるためにも、あらかじめ目安を示すということは重要。今後さらに議論を深め

ていければと思う。

・ 準備金の在り方や保険料率の方向性を議論することは容易ではないが、約4,000万人の加入者を支える

保険者として、将来どのような財政基盤を目指していくのか、その考え方を整理していくことは重要。

といった前向きな意見が多くありました。

また、「保険料率引下げ・引上げのメルクマール」では、

・ 法定準備金だけではなくて、健全な日々の運営、通常のビジネスを行う上でも余裕のある積立てが必要

で、３か月というのは本当にぎりぎりなレベルだということがよく分かった。

という具体的な準備金の水準についての意見もありました。
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Ⅴ 参考資料
協会けんぽ(旧政府管掌健康保険)財政の推移

高齢者拠出金と国庫補助



92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25

保険料収入（億円） 51,662 54,218 55,364 56,920 57,997 59,969 60,524 59,294 58,851 58,214 56,636 60,167 60,221 60,667 61,442 62,677 62,013 59,555 67,343 68,855 73,156 74,878 77,342 80,461 84,142 87,974 91,429 95,939 94,618 98,553 100,421 102,998 106,490 110,546

保険給付費（億円） 41,519 43,179 44,742 46,429 47,712 45,755 43,188 42,585 42,290 42,524 41,008 38,534 38,956 40,501 40,851 42,683 43,375 44,513 46,099 46,997 47,788 48,980 50,739 53,961 55,751 58,117 60,016 63,668 61,870 67,017 69,519 71,512 72,552 75,369

高齢者医療への

拠出金（億円）
16,576 18,137 19,880 20,859 22,382 22,844 24,985 28,125 25,654 27,653 29,828 28,272 25,881 25,851 26,506 28,740 29,016 28,773 28,283 29,752 32,780 34,886 34,854 34,172 33,678 34,913 34,992 36,246 36,622 37,138 35,867 37,224 36,195 37,829

国庫補助等（億円） 7,688 6,793 7,260 8,809 9,227 9,028 8,980 9,597 8,878 9,057 9,091 8,321 7,942 7,963 7,888 8,201 9,093 9,678 10,543 11,539 11,808 12,194 12,559 11,815 11,897 11,343 11,850 12,113 12,739 12,463 12,456 12,874 11,690 12,383

国庫補助率

被保険者数（万人） 1,901 1,901 1,934 1,961 1,986 2,013 2,026 2,004 1,978 1,971 1,956 1,916 1,899 1,909 1,923 1,952 1,988 1,983 1,962 1,968 1,970 1,986 2,021 2,071 2,137 2,300 2,361 2,465 2,488 2,511 2,515 2,515 2,559 2,604

標準報酬月額（円） 270,214 280,089 283,313 285,633 288,119 291,377 292,437 290,853 289,694 289,112 286,979 284,544 283,208 283,141 282,990 284,930 285,156 280,149 276,217 275,307 275,295 276,161 277,911 280,327 283,351 285,059 288,475 290,592 290,516 292,220 298,111 304,077 309,015 314,698

対前年度（％） ＋5.0 ＋3.7 ＋1.2 ＋0.8 ＋0.9 ＋1.1 ＋0.4 ▲0.5 ▲0.4 ▲0.2 ▲0.7 ▲0.8 ▲0.5 ▲0.0 ▲0.1 ＋0.7 ＋0.1 ▲1.8 ▲1.4 ▲0.3 ▲0.0 ＋0.3 ＋0.6 ＋0.9 ＋0.6 ＋0.6 ＋1.2 ＋0.7 ▲0.0 ＋0.6 ＋1.6 ＋1.5 ＋1.6 ＋1.8

13.0％ 16.4％

（注２） 2007年度以前の標準報酬月額の対前年度（率）は、以下の制度改正の影響を除いていない。
・1992～1993年度：標準報酬の上下限引上げ ・1994～1995年度：標準報酬の下限引上げ
・2000～2001年度：標準報酬の下限引上げ ・2007年度：標準報酬の上限引上げ・下限引下げ

（注３） 2008年度以降の標準報酬月額の対前年度（率）は、以下の制度改正の影響を除いている。
・2016年度 ：標準報酬月額の上限引上げ
・2022～2023年度 ：2022年10月の国や自治体等に勤務する短時間労働者の共済組合への移行

（注１） 2003年度は総報酬制（賞与に対しても標準報酬（月収）と同様に保険料を賦課）が導入されたことに伴い保険料率の見直しが行われている。
それまでの標準報酬ベースの8.5％は、総報酬ベースでは7.5％に相当していたが、8.2％（実質引上げ）とされた。

後期高齢者支援金総報酬割1/3導入による国庫補助の減額（2010～）

後期高齢者支援金総報酬割1/3→全面による国庫補助の減額（2015～）

（1994）
・食事療養費の創設

（1997）
・患者負担２割

（2000）
・介護保険制度導入

（2003）
・患者負担３割
・総報酬制へ移行

（2008）
・後期高齢者
 医療制度導入

（2002）
・老人保健制度の対象年齢引上げ

（1998・2002・2004・2006・2008）
・診療報酬・薬価等のマイナス改定

（2016・2018～2023）
・診療報酬・薬価等のマイナス改定

16.4％ → 13.0％
（1992.4月～）

国庫特例減額措置による国庫補助の減額（2015～）

協会けんぽ（旧政府管掌健康保険）財政の推移（協会会計と国の特別会計との合算ベース）

※

※ 前期財政調整における報酬調整1/3導入
による国庫補助の減（2024～）

（注2・
3）
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単年度収支差（左軸）

財政特例措置期間

3.9ヵ月分

[年度]

保険給付費等に要する
費用の１ヵ月分相当（右軸）

7.2ヵ月分

6.6ヵ月分

6.0ヵ月分

準備金残高（右軸）

単
年
度
収
支
差
（
億
円
）

準
備
金
残
高
（
億
円
）

8.2%
   （1992.4月～）

8.5%
（1997.9月～）

8.2%
（2003.4月～）

保険料率

8.4%
（2010年度）  （2011年度）  （2012年度～） 

9.34%  9.50 % 10.00 %
（注2）

9.9%
（2026年度～） 

準備金1.5兆円に加え、
約4,600億円の国庫繰延
残高があった。これを考

慮すると5.1ヵ月分に
相当する準備金残高を保
有していた。

保険給付費＋高齢者医療への拠出金（右軸）

保険料収入（右軸）

2008年10月
協会発足

2026年9月18日開催
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高齢者拠出金と国庫補助

2008年10月
協会発足

※ 金額は決算ベース（実績値）

(1992.4～ 16.4%→13.0%)
13.0% 16.4%

(2010.7～ 13.0%→16.4%)
【国庫補助率】

(1997.9.1)
・患者負担２割

(2003.4.1)
・患者負担３割

(2002～2006)
・老人保健制度対象年齢段階的引上げ

（億円）

【制度改正等】

老人保健拠出金
退職者給付拠出金

後期高齢者支援金
前期高齢者納付金
退職者給付拠出金

(2010.7～)
・後期高齢者支援金総報酬割1/3導入

(2015.4～)
・後期高齢者支援金総報酬割拡大(2015：1/2、2016：2/3、2017～全面)
・国庫特例減額措置の導入

(2024.4～)
・前期財政調整の報酬調整1/3導入

※

※2023年度末をもって廃止

(2008.4～)
・後期高齢者医療
制度開始

（単位：億円）

1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007
H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19

Ａ 高齢者拠出金 16,576 18,137 19,880 20,859 22,382 22,844 24,985 28,125 25,654 27,653 29,828 28,272 25,881 25,851 26,506 28,740
Ｂ 国庫補助 7,688 6,793 7,260 8,809 9,227 9,028 8,980 9,597 8,878 9,057 9,091 8,321 7,942 7,963 7,888 8,201

Ｃ 差（Ａ－Ｂ） 8,887 11,344 12,620 12,050 13,155 13,816 16,005 18,528 16,776 18,596 20,737 19,951 17,939 17,888 18,618 20,539

Ｄ 総支出 59,347 62,753 66,148 68,865 71,702 70,207 69,772 72,254 69,468 71,676 72,078 67,991 65,921 67,345 68,370 72,442

15.0% 18.1% 19.1% 17.5% 18.3% 19.7% 22.9% 25.6% 24.1% 25.9% 28.8% 29.3% 27.2% 26.6% 27.2% 28.4%

2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025
H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

Ａ 高齢者拠出金 29,016 28,773 28,283 29,752 32,780 34,886 34,854 34,172 33,678 34,913 34,992 36,246 36,622 37,138 35,867 37,224 36,195 37,829

Ｂ 国庫補助 9,093 9,678 10,543 11,539 11,808 12,194 12,559 11,815 11,897 11,343 11,850 12,113 12,739 12,463 12,456 12,874 11,690 12,383

Ｃ 差（Ａ－Ｂ） 19,923 19,095 17,740 18,213 20,973 22,692 22,295 22,357 21,781 23,570 23,142 24,133 23,883 24,675 23,411 24,351 24,505 25,447

Ｄ 総支出 73,647 74,628 75,632 77,992 82,023 85,425 87,309 89,965 91,233 94,998 97,513 103,298 101,467 108,289 108,774 111,442 111,939 116,611

27.1% 25.6% 23.5% 23.4% 25.6% 26.6% 25.5% 24.9% 23.9% 24.8% 23.7% 23.4% 23.5% 22.8% 21.5% 21.9% 21.9% 21.8%

Ｃ/Ｄ（総支出に占める割合）

Ｃ/Ｄ（総支出に占める割合）

※ 「高齢者拠出金」とは、前期高齢者納付金及び後期高齢者支援金（2008～）、退職者給付拠出金（～2023）、老人保健拠出金（～2007）をいう。

高齢者拠出金と国庫補助との差額と
その総支出に占める割合

高齢者拠出金と国庫補助との
差額が総支出に占める割合

（Ｃ/Ｄ）（右軸）

高齢者拠出金と国庫補助
との差額（Ｃ）（左軸）

2026年9月18日開催
第144回運営委員会参考資料2
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